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研究成果の概要（和文）：本研究では，東北地方太平洋沖地震，平成28年熊本地震，平成30年西日本豪雨などの
大規模災害時にも課題として挙げられた災害時要配慮者への発災直後の急性期において十分な支援が実現できて
いないという課題の抜本的解決を行った．本研究では，国民健康保険データベースに着目して，災害時要配慮者
をデータベースから把握し，被災・避難・共助の視点で，災害時要配慮者を静的・動的な視点で網羅的に把握可
能な手法の構築，「被災状況」，「避難」，「共助」の視点での災害時要配慮者の状況把握手法の簡便化を通じ
て，地域防災計画策定レシピの開発を行った．この研究を通じてより実効的な防災対策の実現が可能となった．

研究成果の概要（英文）：In this study, we have drastically solved the problem that sufficient 
support could not be realized in the acute phase immediately after the disaster, which was mentioned
 as a problem even in the event of a large-scale disaster such as the 2011 off the Pacific coast of 
Tohoku Earthquake. gone. In this research, we focus on the national health insurance database, grasp
 the people who need consideration during disasters from the database, and comprehensively identify 
the people who need consideration during disasters from the viewpoint of disaster, evacuation, and 
mutual assistance from a static and dynamic viewpoint. We constructed a method that can be grasped, 
grasped the situation of people requiring consideration during a disaster from the viewpoints of "
disaster situation", "evacuation", and "mutual assistance", and developed a recipe for formulating a
 regional disaster prevention plan.

研究分野： 防災計画

キーワード： 被災　避難　共助
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研究成果の学術的意義や社会的意義
我が国が体系的に策定している防災計画として，防災基本計画，地域防災計画，地区防災計画がある．地域の実
情に即した計画内容が求められる地域防災計画において，災害時要配慮者に対する避難支援や避難所におけるケ
アに関する記述は見られるものの，現状として計画内容に避難可能性，避難距離，疾患の有無，共助力など地域
の実情に即した災害時要配慮者に対する対策がなされた計画はない．そこで，「どこに」，「どのような事情を
持つ」，「何人の」災害時要配慮者が存在しているのか，被災状況や地理・人間特性（疾患の有無，要介護認定
の認定程度など）を考慮せず各自治体でマニュアルに沿った形の画一的な計画な計画について解を与えている．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
東北地方太平洋沖地震や熊本地震時に，救助，避難誘導，安否確認，避難所生活において，高

齢者・傷病者・乳幼児・妊婦・外国人といった災害時要配慮者への対応が大きな課題として残っ
た．近年，災害時要配慮者にフォーカスを当てた防災計画の策定が重要視されている．我が国が
体系的に策定している防災計画として，防災基本計画，地域防災計画，地区防災計画がある．地
域の実情に即した計画内容が求められる地域防災計画において，災害時要配慮者に対する避難
支援や避難所におけるケアに関する記述は見られるものの，現状として計画内容に避難可能性，
避難距離，疾患の有無，共助力など地域の実情に即した災害時要配慮者に対する対策がなされた
計画はない（図１）．十分な計画が達成できていない原因としては次の 2 点が考えらえる．問題
点①：「どこに」，「どのような事情を持つ」，「何人の」災害時要配慮者が存在しているのか，把
握が出来ていない．問題点②：被災状況や地理・人間特性（疾患の有無，要介護認定の認定程度
など）を考慮せず，各自治体でマニュアルに沿った形の画一的な計画になっている．  
 災害時要配慮者の把握については，KDB データから把握可能な傷病者や要介護者に着目する．
しかし，災害時における要配慮者は，外国人，妊婦，乳幼児といった者も存在する．先述したよ
うに，現在直面している地域防災計画の問題点である，「属性別の要配慮者の詳細把握」や，「地
域の実情に適した計画の策定」をクリアし，要配慮者に着目した計画策定の実現のためには，本
研究において，さらに以下の 2 点を解決する必要がある． 
①傷病者，要介護者の詳細把握に適した KDB データの活用だけでは地域の要配慮者の把握が完
了しない． 
②本研究で遂行している被災状況，避難，共助という 3 視点に着目した状況把握手法に関して，
実際に計画を策定する各自治体職員が GIS 演算や多変量解析など，同様の手法をとることが難
しい． 
 
２．研究の目的 
申請者は，上記で述べた，実情に即した計画の実現に向けて，【問題点①】の解決が大きく見

込める医療ビッグデータの国民健康保険データ（KDB データ）を活用し，不明確であった大規
模地震災害時における災害時要配慮者が置かれる状況の把握を行うための手法の構築を行うこ
とで【問題点①及び②】の解決を目指す．本研究では，我が国の地域防災計画が抱える災害時要
配慮者への対応が不十分である点が解決された地域防災計画の普及のため，実際に計画を策定
する各自治体職員が同様の手法を取れば，地域の実情に沿う形の災害時要配慮者にフォーカス
を当てた地域防災計画が策定可能となる「レシピ（手引書）」の開発を大目標として研究に取り
組む． 
 上記の研究内容を達成するためには，前項の【問題点】に伴う【解決すべき点】を達成しなけ
ればならない．従って，今後遂行する具体的な研究内容を以下に示す． 
研究内容ⅰ：災害時要配慮者を静的・動的な視点で網羅的に把握可能な手法の構築 
研究内容ⅱ：「被災状況」，「避難」，「共助」の視点での災害時要配慮者の状況把握手法の簡便化 
研究内容ⅲ（大目標）：研究内容ⅰ及びⅱを盛り込んだ地域防災計画策定レシピの開発 
 
３．研究の方法 
研究内容ⅰ～ⅲにおいて，申請者が主体的に分析・調査を行う．また，分析対象地域は石川県

羽咋市とする．羽咋市と金沢大学との間には包括連携協定が結ばれており，調査，データ収集，
分析において非常に研究を遂行しやすい環境下にある．また，研究の流れを図２及び以下に示す． 
研究内容ⅰ-(a)：静的な視点からの災害時要配慮者の網羅的把握が可能な手法の構築 
 KDB データでは把握できない外国人，高齢者，妊婦，乳幼児に関しては，大規模かつ複数のア
ンケート調査を実施し，これまで明らかとなっていなかった詳細について網羅的把握を行う．ア
ンケート調査は「外国人向け」，「高齢者」，「妊婦，乳幼児向け」の 3パターンに分けて実施する．
いずれの調査も年齢，性別，家族構成といった個人属性や，災害意識，避難所の知識，共助意思
など詳細な把握を行う．また，高齢者・妊婦・乳幼児アンケート調査では，自身の体力の有無，
共助活動への参加意思といった様々な特性を考慮した内容を設定する．外国人向けアンケート
調査では，地震災害に対する基礎的な知識が欠落している者も存在しているため，発災時に行う
べき行動や，被災状況の理解など，基礎的把握を含めた内容を設定する．以上のようなアンケー
ト調査を複数回（実施スパン，対象者を実践的に変更）行い，災害時要配慮者の各行政単位での
網羅的把握が可能なアンケート質問項目の確立を行う． 
研究内容ⅰ-(b)：動的な視点からの災害時要配慮者の網羅的把握が可能な手法の構築 
 研究内容 i-（a）は静的な視点からの要配慮者の網羅的把握である．平時及び災害時に要配慮
者の位置情報が把握可能な技術の「BLE タグ」を活用し，動的な視点からも要配慮者の把握を行
う．BLE タグは，安価かつ長寿命，スマートフォンに指定のアプリがインストールされている誰
しもが観測点になり得る（膨大な観測点），規定されたフォーマットのデータがクラウドサーバ
に自動蓄積される点において，平時及び災害時において活用が見込める．本研究では，羽咋市の



協力の下，承諾の得られた要配慮者に対し，BLE タグの配布を行い，平時からの位置情報を取得
する． 
研究内容ⅱ：災害時要配慮者の状況把握手法の簡便化 
 KDB データ及び研究内容ⅰ，ⅱで得られた，確立された災害時要配慮者の静的・動的な情報を
入力することで，被災状況，避難，共助の 3視点における要配慮者の状況把握が可能な統一化さ
れたプラットフォームの開発を行う．プラットフォーム内において，GIS 演算，多変量解析など，
専門知識が必要な事項は自動化され，必要な情報さえ入力すれば，地域防災計画策定単位の各自
治体の状況把握を行うことができる．なお，状況把握に用いるパラメータは複数回のアンケート
調査，及び BLE タグより得られる情報，行政職員との密接なヒアリングから定期的な見直しを行
う．なお，ここでも地理的・人間的要因を考慮する． 
研究内容ⅲ：地域防災計画策定レシピの開発 
 研究内容ⅰ及びⅱによる要配慮者に対する情報から，各自治体の実情に沿う形の地域防災計
画策定が実現するレシピ開発を行う．行政のニーズと大学のシーズを明確にした上で，複数の部
局との密接なヒアリング，ディスカッションを繰り返し行いとともに，全国の多くの地域でテス
トを行い，よりよい地域防災計画の実現可能性を検討し，適切な「観点」と「規準」を設けたレ
シピ開発を行う． 
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４．研究成果 
 



 我が国では，近い将来に大規模かつ広域的な地震の発生が懸念されており，莫大な人的被害が
想定されている．中でも，我が国では災害時要配慮者の人的被害が顕著であり，要配慮者にフォ
ーカスした支援体制の確立が求められている．大規模かつ広域的な地震が発生した際には，支援
者である自治体職員も被災者となり，通信環境の途絶も考えられることから，被災者のニーズを
収集できず，公助による支援が後手に回ることが懸念されている．特に要配慮者は健常者と比較
して身体的，精神的に虚弱であることから，発災直後から要配慮者のニーズを網羅的，かつ一括
的に把握し，迅速な支援を行う必要がある．現在，災害時における被災者の情報発信ツールとし
ては，携帯電話，SNS，衛星電話などが主流であるが，通信への依存性が大きい課題を持ってい
る．そこで，本研究では，既存のツールではなく全く新しい手法を用いて，通信への独立性が担
保された要配慮者の情報発信システムを構築した．提案したシステムは，「事前検討フェーズ」，
「設置フェーズ」，「検出フェーズ」の 3つから構成される．以下に，本研究の成果を示す． 
 
 「災害時要配慮者のニーズ発信ツール・LANDED の開発」では，本システムにて，要配慮者のニ
ーズと発信位置を被災地外へ送信するためのツール・LANDED を開発した．本システムの「設置
フェーズ」で用いるツールの開発に位置付けられる．リモートセンシングの専門家との協議，及
び基礎実験を通して，材質，形状，大きさを決定した．材質はアルミニウム，形状は底板を円形
とした開口部の角度を変更可能な形，大きさは開口部高さ 25cm，底板直径 50cm とすることで，
ASNARO-2 にて LANDED を観測することが可能であることが明らかとなった．また，石川県金沢市
内における LANDED の設置実験を通して，LANDED の形状によって SAR 衛星へマイクロ波を返す際
の後方散乱係数に差が発生していることが明らかとなった．以上によって，発災前において，
LANDED の形状とニーズの対応を定めておくことで，自身のニーズに沿った情報を被災地外へ発
信可能であることの示唆を得ることができた．また，実用化に向けた検討として，1セットです
べての形状（4，6，9LANDED）を形成可能な構造に改良を加えた．この組み立て式 LANDED を 65
歳以上の高齢者を対象として，実際に作成してもらうことによって，LANDED 組み立て時の評価
を把握した．その結果，災害時への使用意志は非常に高く，使用者の側面から本システムの有効
性を把握することができた．一方で「LANDED 上部の留め具が留めにくい」，「LANDED 下部の留め
具が留めにくい」，「安定性が悪い」といったような組み立て時の構造には課題も発生する結果と
なった． 
「ディープラーニング及び時系列 SAR 画像を用いた LANDED の自動検出」では，SAR 画像に観

測された LANDED を検出するための手法を提案した．本システムの「検出フェーズ」に位置付け
られ，被災地外にて SAR 画像を検出することを想定している．本研究で使用した ASNARO-2 の
Spotlight モードでは 10×10km の観測範囲があり，この観測範囲の中から SAR 衛星に観測され
たLANDEDの検出を行った．第1スクリーニングであるYOLOv5によるLANDED検出モデルの構築，
第 2 スクリーニングであるホテリング理論による異常値検出を通して，10km×10km の SAR 画像
の中から，9個の LANDED のうちで 8個（約 88.9％）を検出することが可能となった．また，分
析を通して得られた検出地点及び，LANDED が観測された SAR 画像を地理情報システム上に表示
させることによって，LANDED の設置位置及び，後方散乱係数（形状）を把握することが可能と
なった．提案した同様の手法を取ることによって，ASNARO-2 による LANDED の検出は実現が可能
であることが示唆された． 
 また，本システムの実運用時を想定した際には，LANDED の設置位置が事前に特定されている
場合も十分に考えられることから，設置箇所が発災前に特定されていると仮定した場合のケー
ススタディとして，同様に LANDED の検出を実施した．その結果，YOLOv5 の実施のみで，9ヵ所
すべての LANDED が検出可能であることが明らかとなり，誤検出箇所も 1ヵ所のみの発生であっ
た．以上より，おおよその設置位置をあらかじめ定めておくことによって，第 2スクリーニング
の省略及び検出精度の向上が示唆されたと考える． 
「地域に存在する災害時要配慮者検索システムの開発」では，提案システムの対象者を選定す

る「事前検討フェーズ」において，地域内の要配慮者を身体属性別に検索が可能となるシステム
を構築した．全自治体が必ず所有する KDB を活用し，地域に存在する要配慮者をデータから把握
する体制を整え，保健学，医学の専門家のヒアリング調査に基づき，提案システムの対象者検討
を実施する上で最低限考慮すべき要配慮者属性を選定した．選定の結果，最低限考慮すべき属性
は，「85歳以上の者」，「要支援・要介護認定を受けた者」，「慢性腎不全を患う者」，「認知症を患
う者」となった．これらの対象者をデータベースに格納し，自治体が「事前検討フェーズ」にて
対象者を検討可能な環境を構築することができた．KDB は，全国の自治体が必ず所有しているた
め，我が国の全自治体にて適用が可能である．また，作成した検索システムに関して，防災工学
の専門家，保健学の専門家，行政職員へのヒアリング調査を実施した結果，LANDED の配布対象
者を検討する第 1スクリーニングとしては有用であるとの評価を得ることができた． 
「災害時要配慮者支援システムの適用に向けた検討」では，本研究で提案する災害時要配慮者

支援システムの適用に向けて，「要配慮者が発災後に発しうるニーズの把握」，「LANDED の設置可
能域の抽出に関する分析」，「システムの適用可能性に関する Web アンケート調査」の 3点に焦点
を当てた分析を実施した． 
 2016 年熊本地震時において要配慮者が発したニーズは，食糧・水の不足，停電・断水のシグ
ナルといった生命維持に関わる項目を主に発していたことが明らかとなった．一方で，少数では
あるものの，持病の悪化，生活用品の不足，医薬品の不足といったニーズも確かに存在していた



ことが明らかとなった．また，本研究で提案するシステムに対する使用意志がアンケート回答者
のうち，約 80％が高評価を示す結果となり，被災者側の視点からシステムの必要性が示唆され
た． 
 SAR 衛星観測時の建物による影響，森林面，水域面を LANDED 設置不可域と定義し，GIS による
空間演算の結果，設置可能域を抽出することが可能となった．また，提案した手法は，ASNARO-
2 による観測条件に依存しない手法であり，全国の都道府県で同様の算出を実施することが可能
である．分析対象とした 10 県においては，各県の総面積に対して約 10～25％程度の LANDED 設
置可能域が担保されていることが明らかとなった．また LANDED 設置可能域は，都市の規模によ
って差が発生している傾向があり，静岡県静岡市，静岡県浜松市，愛知県名古屋市のような政令
指定都市では，設置可能域が小さい傾向にあることが明らかとなった．また，人口が 10 万人以
下の市，30 万人以上の市においては，設置可能域が担保されている傾向がある．このような都
市規模の市においては，LANDED 設置可能域という観点からは，本システムの適用は十分に考え
られる． 
 309 の自治体へ向けた Web アンケート調査を実施し，提案するシステムの適用可能性を把握し
た．その結果，回答を行った自治体のうち約 60％が提案するシステムは有用であると回答し，
自治体の視点からもシステムの有用性は，概ね示される結果となった． 
 地震災害が発生した際のニーズ発信の手法は多様なツールが整備されている必要がある．地
震の規模によって使用可能なツールは異なり，通信環境が整っている場合には携帯電話，スマー
トフォンなどを用いてニーズを発信すべきであると考える．しかし，通信環境が途絶した場には
使用可能なツールは極めて限定され，衛星電話が主要な手段となる．衛星電話は個人への普及可
能性は低く，個人単位の細やかな情報発信は難しい．そのような状況下において本研究で提案す
るシステムは効果を発揮すると考えている．通信環境が途絶し，第 3者への支援を求めたいが他
手段が全くない状況下にニーズを発信する 1 つのツールとなり得ると考えている．本研究では，
そのプロトタイプとなるシステムの流れを示すことができたと考える． 
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